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経営概況
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訪日外国人の足元の動向
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 日本全国の訪日外国人旅行者数は、政府の施策や航空路線の新規就航・増便、継続的な訪日旅行プロモーション
の効果等により引き続き好調、過去最高であった2016年度を上回るペースで推移

 成田空港における国際線外国人旅客数も引き続き旺盛な訪日需要や航空路線の拡充等を背景に好調に推移

※出典：日本政府観光局（JNTO）
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【政府目標】訪日外国人旅行者数
2020年：4,000万人、2030年：6,000万人 を目指す

2017年4月～8月
（万人）

日本全国における訪日外国人旅行者数推移（年度）

成田空港における国際線外国人旅客数推移（年度）

成田空港における外国人入国者数と前年同期比

出典：法務省出入国管理統計より集計
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羽田空港国際線二次増枠以後の状況
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具体的な内容
羽田空港からの

就航先
時期

 国際線旅客ターミナル拡張

 国際線昼間約3万回増枠

＜ヨーロッパ方面＞
ロンドン、パリ、フランクフルト、
ミュンヘン

＜北米方面＞
バンクーバー、トロント

＜東南アジア方面＞
シンガポール、バンコク、ハノイ、
マニラ、ジャカルタ

2014年
3月

 中国路線 昼間未配分枠へ
の就航

北京、上海（浦東）、広州
2015年

10月

 米国路線 既存深夜早朝枠
の昼間への移行および増枠

＜昼間への移行＞
サンフランシスコ、ロサンゼルス、
ホノルル

＜増枠＞
ニューヨーク、シカゴ、
ミネアポリス、コナ

2016年
10月

 滑走路運用・飛行経路の見直し（都心上空通過）等により、
発着回数3.9万回増加

2020年
予定

 羽田空港国際線二次増枠により、それぞれの段階で成田空港において減便はあったものの、いずれも新規就航・増便
等で乗り越えた結果、二次増枠前に比べ大きく成長

 羽田空港国際化の動きは米国便就航をもって一段落。2020年予定の3.9万回増枠までは大きな動きはないものと
考えている

成田空港の取扱量等推移 羽田空港二次増枠等

※1…2013年冬ダイヤ期初時点
※2…2017年冬ダイヤ期初時点
※3…2017年度見通し

国際線
発着回数

国際線
旅客数

海外就航
都市数

羽田空港

二次増枠

前

17.8万回

1,659便/週

3,086万人 101都市

現在 20.0万回

1,870便/週

3,272万人 110都市

10月の米国便就航をもって一段落したものと認識しており、2020年に予定されている3.9万回の増枠までは大きな動きはないものと考えておりますが、引き続き緊張感をもってネットワークの拡充に努めてまいります

※1

※1

(2013年度)

※2

※2

(2017年度)

＋9都市＋185万人
＋2.2万回

+211便/週

羽田空港
二次増枠に
よる減便

△69便/週

△39便/週

△42便/週

※3 ※3



リテール事業の足元の動向
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日本人

外国人

中国系

「ナリタ5番街」内、ブランドブティックのオープン

「NARITA Dining Terrace」のオープン

更なる販売促進施策

2017年度 1Q ２Q 上期

飲 食 店 110% 108% 109％

物 販 店 102% 104% 103%

免 税 店 110% 128% 119％

合 計 107% 116% 111%

 中国系旅客は、国籍別売上高シェアで過半を占め、購買客単価も高く、爆買い時の水準に戻りつつある
 国際線外国人旅客数の増加やナリタ5番街内ブランドブティックオープンの通期化、販売促進施策の効果等もあり、空
港内店舗売上高は前年同期比で増加

 売上や購買単価の高い訪日外国人のお客様を中心に販売促進施策を展開

 中国電子決済ツール「Alipay」「WeChat Payment」を導入
 中国のお客様向けの販売促進WEBサイトを開設し、情報を掲載
 中国のお客様向けSNS「WeChat(微信)」やAlipayアプリ内「Discover」の活用
 現地訪日旅行WEBサイト上でのPR（台湾、韓国）、パワーブロガーの活用（タイ）

国籍別売上高シェア

購買客単価

旅客データ(2017年4～9月） 2016年度(下期)の取り組み

 新たに4店舗をオープン

 日本食専門店6店舗をオープン

119

100

142

 日本人を100とした場合の単価

＜空港内店舗売上高（前年同期比）の推移＞

2016年度 2017年度

上期 下期 1Q ２Q 上期

85 93 95 99 97

＜中国系旅客の購買客単価の推移＞
※2015年度を100とした場合

日本人
21%

中国系
(中国・香港・台湾)

54%

韓国人
6%

その他アジア
12%

アメリカ
4%

ヨーロッパ
3%
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2017年度 中間決算概要及び通期業績予想



2017年度 中間期航空取扱量
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2016年度 中間期
［A］

2017年度 中間期
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

航空機発着回数（万回） 12.3 12.7 0.4 103.5％
国際線 9.7 10.0 0.3 102.7％

国内線 2.6 2.8 0.2 106.6％

航空旅客数 （万人） 1,993 2,054 61 103.0％
国際線 1,637 1,669 32 102.0％

日本人 670 682 12 101.8％

外国人 714 784 71 109.9％

通過客 253 203 △50 80.1％

国内線 357 385 28 108.0％

国際航空貨物量（万ｔ） 105 114 9 108.8％
給 油 量 （万 kl） 231 224 △7 96.9％

 航空機発着回数は、韓国線、香港線等のアジア方面を中心とした国際線及び国内線の新規就航や増便等により、前年
同期に比べて増加、6期連続で開港以来最高値を更新。

 航空旅客数は、羽田空港米国便就航等の影響に伴い通過客等は減少したものの、引き続き旺盛な訪日需要や航空路
線の拡充等を背景に国際線外国人旅客が大きく伸びたことに加え、国内線旅客も好調に推移したことから、前年同期に
比べて増加、3期連続で開港以来最高値を更新。（国際線外国人旅客数は4期連続で開港以来最高値を更新）

 国際航空貨物量は、引き続き旺盛な半導体関連需要等を背景に輸出入・仮陸揚ともに好調に推移したことから、前年
同期に比べて増加。



2017年度 中間連結決算概要
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2016年度 中間期
［A］

2017年度 中間期
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営業収益 1,085 1,131 45 104.2％

営業利益 235 250 14 106.1％

経常利益 212 232 20 109.5％

親会社株主に帰属する
中間純利益

145 239 93 164.4％

（単位：億円）

 2017年度中間連結決算は、前年同期比「増収増益」。

 航空機発着回数は増加したものの、航空機材の小型化に伴う機材重量の減少等により、空港使用料収入は減収。一
方、引き続き旺盛な訪日需要等を背景に国際線外国人旅客数が増加したこと等により、旅客施設使用料収入は増収。
また、物販・飲食収入、構内営業料収入は国際線外国人旅客数が引き続き堅調に推移することや前年下期に開業した
店舗の通期化や販売促進施策の効果等により増収となり、結果として営業収益は増収となり、民営化以降最高を更新。

 営業利益は、物販・飲食収入の売上増に伴う商品仕入原価の増加や「成田空港マーケティングインセンティブ」に伴う販
売促進費の計上等があったものの、結果として増益。

 中間純利益は、特別利益に厚生年金基金の代行返上益を計上したこと等により増益となり、民営化以降最高を更新。



2017年度 通期航空取扱量見通し
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2016年度
実 績
［A］

2017年度
修正見通し

［B］

増減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

（参考）
2017年度
当初見通し

航空機発着回数（万回） 24.6 25.3 0.7 103.0％ 25.6

国際線 19.3 20.0 0.6 103.3％ 19.9

国内線 5.2 5.3 0.1 102.0％ 5.6

航空旅客数 （万人） 3,962 4,013 51 101.3％ 4,060

国際線 3,241 3,272 31 100.9％ 3,279

日本人 1,349 1,344 △5 99.6％ 1,304

外国人 1,430 1,544 114 107.9% 1,583

通過客 462 384 △78 83.1% 391

国内線 721 742 21 102.9％ 781

国際航空貨物量（万ｔ） 214 230 16 107.7％ 216

給 油 量 （万 kl） 455 447 △7 98.4％ 440

 航空機発着回数は、引き続きアジア方面を中心とした新規就航や増便等により、前期を上回る見通し。

 航空旅客数は、引き続きアジア方面を中心とした旺盛な訪日需要による国際線外国人旅客の堅調な増加に加え、国
内線旅客も増加することから、前期を上回る見通し。

 国際航空貨物量は、引き続き輸出入・仮陸揚ともに好調に推移することから、前期を上回る見通し。



2017年度 通期連結業績予想
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（単位：億円）

2016年度
実績
［A］

2017年度
修正予想
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

（参考）
2017年度
当初予想

営業収益 2,174 2,271 96 104.4％ 2,273

営業利益 414 408 △6 98.4％ 385

経常利益 372 373 0 100.0％ 346

親会社株主に帰属する
当期純利益

253 319 65 125.8％ 294

 2017年度通期業績予想は、前期比「増収増益」の見通し。

 リテール事業の増収等に伴い営業収益は増収となるものの、売上増に伴う商品仕入原価や空港施設の安全・安定運用
のための修繕維持等の費用増により営業利益は減益、厚生年金基金の代行返上益の計上により、当期純利益は増益
の予想であり、営業収益、当期純利益は、民営化以降最高を更新する見通し。

 当初予想から、営業利益、経常利益、当期純利益いずれも上方修正。
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今後の事業戦略



世界の航空需要予測
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 世界の航空需要は、アジア太平洋、中南米、中東といった新興経済国を中心に、今後も更なる拡大が見込まれている
 特にアジアの旅客流動は今後20年で年間5％強の伸び率を示しており、引き続き世界の成長を牽引する見込み

世界の航空旅客輸送量予測(2017～36年）

欧州 アフリカ 中東 アジア 北米 中南米
世界
全体

ボーイング社 3.7％ 5.9％ 5.6％ 5.7％ 3.0％ 6.1％ 4.7％

エアバス社 3.4％ 5.3％ 6.7％ 5.6％ 2.4％ 4.1% 4.4%

IATA(国際航空運送協会) 2.3% 5.9% 5.0% 4.6％ 2.3% 4.2% 3.6%

日本航空機開発協会 4.1％ 4.2％ 6.2％ 5.5％ 2.7％ 5.1％ 4.6％

＜世界の航空旅客輸送量予測（年平均伸び率）＞2017-2036

北米
+2.7％／年

1,694

2,913

欧州
+ 4.1％／年

1,777

3,944

アジア
+5.5％／年

2,198

6,469

中東
+6.2％／年

668

2,245

アフリカ
+4.2％／年

161
366

中南米
+5.1％／年

1,035

386

世界全体
+4.6％／年

【凡例】 単位：10億人キロ

2016年
旅客輸送量
（実績）

2036年
旅客輸送量
（予測）同期間における

年平均伸び率

（出典：日本航空機開発協会）



ネットワーク拡充の方向性
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アジア

成長市場であるアジアのOD・乗継需要を取り込み
グローバルハブとして成長していく

【アジア－北米路線】

NRT

北米

 成田空港は北米方面路線が充実しており、アジアの他の主要空港より優位に立っている
 一方、アジア方面路線は主要空港と比べると限定的であり、成長が見込まれるアジアの航空需要取り込みは急務
 中国内陸部を初めとしたアジア近距離路線や東南アジア方面路線を中心にネットワークの拡充を図る
 アジアとのネットワークを強化することにより、北米路線の優位性からグローバルハブとしても成長が可能

主要空港との北米方面便数比較

0 100 200 300 400

成田

仁川

上海

主要空港とのアジア・国内線方面便数比較

0 1,000 2,000 3,000 4,000

成田

仁川

上海

アジア方面 国内線

約1.5倍

約2.1倍

【ターゲット】
 LCCの主要機材の航続距離である4,000km圏内の
中国内陸部をはじめとしたアジア近距離路線

航空機材の変化（特にLCCの就航距離の拡大
等）を念頭に入れつつ、東南アジア方面路線

北米路線の
優位性

アジアとの
ネットワーク強化

約0.4倍※

約0.7倍※

※アジア方面比較

 週間出発便数

 週間出発便数

(浦東)

(浦東)



 今後も増加が予想される旺盛な首都圏の航空需要に応えるには、成田と羽田がそれぞれの強みを活かし、お互いを補完しあいながら、成
田は「グローバルハブ」、羽田は「際内ハブ」という機能分担をしながら、首都圏空港として一体となって成長していく必要がある

 成田空港としては、自らの強みを活かし、強みの更なる強化に向けた取り組みを着実に推進していく

強みの更なる強化へ向けた取り組み

処理能力の向上

 高速離脱誘導路の整備（時間値※の向上）

乗り継ぎ処理能力及び快適性の向上

 乗り継ぎ検査場の拡張、検査機器の更新、EDS（爆発物検査装置）・
BHS（手荷物搬送システム）の機能強化

 出国審査後エリア内のラウンジ（ナリタトラべラウンジ）の整備や、免税ブランド
モールの拡充、バリエーションに富んだシートの導入のほか、日本文化紹介イベン
トの開催等 乗り継ぎ滞在環境の向上

 ピーク時間帯以外の発着枠に余裕のある時間帯を活用し、航空ネットワ
ークの更なる拡充を図るため、マーケティング活動を強化

 北米への直行便が運航する程の二国間需要がない、多くの人口を有す
る中国内陸部の都市や東南アジアの都市等への路線開発を強化

ネットワークの拡充

15

成田空港の強み

強みの更なる強化へ向けた取り組み

成田空港の更なる機能強化

出典：国土交通省作成資料より一部抜粋

成田空港
グローバルハブ

羽田空港
際内ハブ

成田空港と羽田空港の機能分担

※時間値…1時間あたりの航空機発着回数

利便性・効率性の向上

 ファストトラベルの推進

海外110都市への豊富な国際線ネットワーク

アジアー北米間の結節点として機能

内・際乗り継ぎ利便性の高さ

首都圏で唯一のLCC専用ターミナル

日本の国際航空貨物の約6割を取り扱う

(詳細後述)

+
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インセンティブ制度の活用による路線誘致や需要喚起

成田ハブ化促進インセンティブ

内訳 社数 備考

ネットワーク拡充
割引

国際線 29社
航空会社初54路線
うち成田空港初16路線

国内線 3社
航空会社初5路線

うち成田空港初2路線

増量割引
国際線 53社

国内線 5社

成田空港マーケティングインセンティブ

内訳 申込み社数(※)

旅客制度 60社

貨物制度 47社

新規ネット
ワーク拡充

既存路線の
増強

旅客数・貨物量の維持、増加

(※)旅客制度・貨物制度共通の申込は38社
両制度合わせると対象の8割を超える航空会社が申込み
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リテール売上の増加

2017年度上期の状況

+2.7％

+6.6％

+3.5％

+3.0％

+2.0％

+8.0％

+11.3％

 航空機発着回数

 航空旅客数

 空港内免税店・物販店・免税店売上高



ファストトラベルの推進
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ファストトラベルの推進に向けた取り組み
＜Fast Travelのイメージ＞

④保安検査の高度化・
①スムーズ化

③自動手荷物
①預け機

②自動チェック
①イン機

①わかりやすい
①案内表示

自動手荷物預け機の導入

 第1ターミナル北ウイングのチェックイン
カウンターにおける実証実験の結果、
待ち時間が短縮され、チェックインカウ
ンター周辺の混雑緩和に繋がったこと
から、本格導入の手続き調整中

保安検査場の拡張

 スマートセキュリティ導入に伴う検
査レーンの増設や長大化に対応
するため、第1・第2ターミナル保安
検査場の拡張工事を実施
(2018年度より順次オープン)

第1旅客ターミナル

<完成イメージパース>

案内表示、自動チェックイン機

 第1ターミナル南ウイングにおいて、自
動チェックイン機の導入や再配置に
合わせ案内表示等を一新
（2016年6月）

 ファストトラベル は、お客さまにとっては「手続きにかかる待ち時間の短縮」、航空会社にとっては「業務の効率化」や「定
時運航率の向上」、空港にとっては「取扱処理能力の向上」や「ターミナル内の混雑緩和」、「リテール売上の向上」等に
繋がる。

魅力ある商業
空間の創出

リテール事業の
取り組み参照

滞在環境
の向上

Narita 
TraveLounge

日本文化紹介 等

⑤搭乗前の滞在環境
①の向上

 第1ターミナル南
ウイング、第2、
第3ターミナルも
順次導入予定



更なる収益向上に向けて（リテール事業の強化）
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 航空系・非航空系収入の割合は、2004年度の民営化当初は66：34であったが、リテール収入増大へ向けた施策を着実に実
施してきたことで、非航空系収入の割合が大幅に増加し、2017年度には44：56となる見通し

 今後の方針としては、航空ネットワークの更なる拡充に力を入れることで発着回数を増やすとともに、航空旅客数の増加を図る
 増加した航空旅客をリテール収入の増加に着実につなげるよう、空港内の商環境の整備にも力を入れていく
 ただし、リテール収入への過度の依存はリスクが高いと考えており、航空系収入と非航空系収入双方を底上げし、空港経営の更

なる健全化を図る

航空系・非航空系収入の推移

2016年度
2017年度

(見通し)

航空系

非航空系

 航空需要の取り込み

 積極的な路線誘致やインセンティブ制度の活用により航空ネット
ワークの更なる拡充に努め、発着回数や旅客数の増加を図る

 成田空港の更なる機能強化

 運用の効率化

 空港全体の運用の効率性を高めるためファストトラベルを推進（自
動手荷物預け機の導入促進、保安検査場の拡張等）

 運用コストの低減

 店舗スペースの拡大

 利用可能なスペースや空き区画等の活用、到着時免税店の設置

 売上効率の向上

 ニーズに合わせた店舗誘致（アニメツーリズムの展開）

 ファストトラベルの推進により搭乗前の滞在環境の向上を図る

航空旅客数の増加

リテール収入の増加

旅客施設使用料収入の増加

航空系
66％

非航空系
34％

2004年度

航空系
46％

非航空系
54％

非航空系
56％

航空系
44％
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更なるリテール事業の強化

 国内空港初となる到着時免税店のオープンや第1ターミナル出国手続き後エリアの整備等、魅力ある商業空間の創出
を通じて更なるリテール事業の強化を図る

 また、外国人旅客の取り込みや旅行目的の変化（モノ→コト）に対応するアニメツーリズムの展開にも取り組む

新規店舗スペースの創出

 第1ターミナル出国手続き後エリアにおいて、利用可能なスペースや
空き区画等を活用し、新規店舗スペースを創出。

 増床面積：約2,400㎡（同エリアの店舗面積は33％増）

 新規店舗数：17店舗

（飲食店5店舗、物販店6店舗、免税店6店舗）

 オープン時期：2017年12月より2018年7月までに順次オープン

アニメツーリズムの展開

 2017年8月26日アニメツーリズム協会より「アニメ聖地88」

（2018年版）が発表され、成田空港がアニメツーリズムのスタート

地点となるアニメ聖地巡礼の「ゼロ番札所」として正式に決定

 来日されたお客様に、アニメ聖地の国に来たという期待感を創出し、

「ゼロ番札所」としての役目を担うため、アニメ聖地に関する情報発

信を行うとともに、アニメ関連グッズ等を販売する店舗等を整備予定

空港内店舗売上高の推移

 第2ターミナルにおいて9月1日、4日に2店舗がオープン

 面積：各約100㎡

 取扱商品：酒類・たばこ(外国製品のみ)

 オープン後の販売状況：

 日本人のお客様が多くご利用（特にたばこが好調）

 売上目標比約130％と好調に推移

 11月15日第3ターミナルにもオープン（面積：約100㎡）

 第１ターミナルには12月1日、15日オープン予定

（同北ウイング：約100㎡、南ウイング：約50㎡）

到着時免税店のオープン

(予想)



中期経営計画の進捗状況（数値目標）
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国際航空貨物量
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中期経営計画
2018年度 財務目標

2015年度
実績

2016年度
実績

2017年度
通期予想

連結営業利益 490億円以上 433億円 414億円 408億円

連結ROA 5.5%以上 5.0% 4.9% 4.9％程度

連結長期債務残高 4,500億円台前半 4,744億円 4,424億円 4,200億円程度

連結長期債務残高／連結営業CF 6.2倍以下 7.2倍 6.5倍 8倍程度

航空取扱量目標

財務目標

 2016年度及び2017年度におけるここまでの航空機発着回数・航空旅客数は対前年で増加しているものの、最終年
度（2018年度）の目標達成に向けては、ネットワークの更なる拡充が必要

 また、引き続き訪日外国人やLCCの成長を取り込むことで収益性を向上させ、営業利益490億円目標達成を目指す



○ 運航可能時間を、現在の6～23時から、5～25時に延長
○ 22時台の便数制限やカーフューの弾力的運用（※）は廃止

出発地空港の悪天候等、
航空会社の努力では対応できな
いやむを得ない場合に限り、23
時台の離着陸を認める制度

（参考：現在の成田空港の夜間飛行制限）

・運航可能時間は6～23時

・22時台の発着は各滑走路10回までに制限

・23時台にはカーフューの弾力的運用を実施

6:00

5:00

現在

23:00 24:0022:00

25:00

運航可能時間

運航可能時間

便数制限等は廃止

各滑走路10回まで 弾力的運用

（※:カーフューの弾力的運用）

①滑走路の位置及び空港敷地範囲（案）（1000ha程度拡大） ②夜間飛行制限の緩和（案）
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項目 これまでの内容 今後の内容

防音工事、移転補償 30万回コンターにより防音工事や移転補償を実施 50万回コンターにより実施

周辺対策交付金
前年度の国際線の着陸回数・重量や
騒音区域世帯数に応じて周辺自治体に交付

50万回を前提として交付額を増額

深夜早朝対策 ―（通常防音工事のみ） 寝室について特別な追加防音工事（内窓設置）を実施

③新たな環境対策の考え方

「成田空港に関する四者協議会」(2016年9月)への提案内容

B滑走路の南側に
3,500ｍで整備

北側に1,000ｍ延伸

成田空港に関する四者協議会（国、千葉県、空港周辺9市町、空港会社による協議会）

 2014年7月 国土交通省「首都圏空港機能強化技術検討小委員会」にて中間とりまとめ発表（首都圏空港の更なる機能強化に資する技術的な選択肢の洗い出し）

 2015年9月 第三滑走路等の検討開始
 2015年11月 第三滑走路はB滑走路の南側へ整備し、B滑走路については北側に延伸する案を議論のたたき台とすること等を確認。
 2016年3月 地元から国・空港会社に対し、深夜早朝を含めた新たな騒音コンターや環境対策等を早期に提示するよう要請。
 2016年9月 以下①～③を提案し、これらの案について国・空港会社から住民説明を開始すること等を地元自治体が了承。

～以降、住民説明会や対話型説明会を開催し、ご説明（合計139回、延べ人数約5,000人以上）～

 2017年6月 空港会社から、夜間飛行制限の緩和の見直しと環境対策・地域共生策について報告し、更なる機能強化の実現に向け、地域住民の理解・協力
が得られるよう、最大限の努力をすることを四者で確認。（詳細は次ページ）

成田空港の更なる機能強化に係る検討状況



成田空港の更なる機能強化に係る検討状況
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A

B

離着陸 離着陸

A

北風時の例 （南風時には離陸と着陸が逆になる）

B C離陸
着陸

5:00 – 23:00
6:30 – 0:30

離陸 着陸 6:30 – 0:305:00 – 23:00

（運用制限：6H）
（運用制限：6H）

（運用制限：6H）（運用制限：6H）

離着陸離着陸（運用制限：7H）

早朝運用の“早番”
夜間運用の“遅番”

C滑走路供用までの当面の運用 滑走路別に異なる運用時間を採用する「スライド運用」（C滑走路供用後）

※ 0:30～1:00は弾力的運用
なお、騒音影響平準化のため、定期的に｢早番｣｢遅番｣を入れ替える。

6:00 – 0:00 6:00 – 0:00
（運用制限：6H） （運用制限：6H）

6:00 – 23:00

（運用制限：7H）

〔Ｂ滑走路は現状どおり〕

6:00 – 23:00

〔Ａ滑走路は1時間延長・便数制限廃止〕
※ 0:00～0:30は弾力的運用

2017年6月12日 成田空港に関する四者協議会

 地域の皆様のご意見や空港周辺9市町の首長で構成される空港圏自治体連絡協議会から頂戴した見直しの要請・要
望等を真摯に受け止め、「地域住民の皆様の生活環境の保全」と「成田空港の国際競争力の確保」の双方の両立を図る
という観点から、改めて見直し案の提案を行った。

「成田空港に関する四者協議会」(2017年6月)への提案内容（環境面への配慮、運用時間）

①内窓等の追加防音工事の充実

騒音下世帯における家族全員の安眠を確保するため、以下の対策を行う。
 「寝室」であれば現に居住する家族の人数分の部屋に対し内窓を設置するとともに、内窓設置の効果を最大限発揮させるため、壁・天井の

防音工事が行われていない場合には、一定の限度額の範囲内で、壁・天井の防音工事を行う。
 A滑走路側については、当面の夜間飛行制限の緩和を踏まえ、内窓等の追加防音工事を先行的かつ集中的に実施するとともに、生活

環境保全の観点から、現状の対策区域（横風用滑走路を前提とした区域を除く。）を維持する。

②深夜早朝における運航機材の制限

 運用時間を延長することとなる5時台及び23時以降の時間帯に運航する航空機については、低騒音機※に限定する。
※ 成田航空機騒音インデックスA（B787、B747-8、A380、A320等）、B（B777、B767等）及びＣ（B737等）に適合する航空機

環
境
面
へ
の
配
慮



四者協議会（6月12日）以降の主な動き
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1. 対策区域（線引き）

 対策区域案が概ね整いつつあることから、7月30日から開始さ
れた地区単位の説明会において、国交省及び千葉県より説明
を行っていただいているところ。

2. 地域振興策

 第１回成田空港周辺の地域づくりに係る実務者会議（7/18
～7/28）が開催され、千葉県から空港周辺9市町に対するヒ
アリング調査が行われた。

 ヒアリング調査で得られた空港周辺9市町からの各検討事項に
ついて、千葉県から関係機関に対する照会が行われた。

 今後、第2回成田空港周辺の地域づくりに係る実務者会議（
10/6～10/13）が開催され、広域的な地域振興基本プラン
作成に向けた準備が進められる予定。

3. 環境アセスメント（方法書）

 茨城県知事意見（7月5日付）、千葉県知事意見 （7月
10日付）を受領して方法書の手続きを終了。

 方法書の手続きで受領した意見に対する事業者見解は、法律
に従い準備書に記載する予定。

4. 説明会（11月15日時点）

 地域の皆様への説明状況は以下のとおり。

説明会回数内訳
・議会等への説明 17回
・地元騒音団体関係 9回
・地区を纏めた大きな説明会 8回
・小さな地区単位の説明会 36回 合計70回

5. 主な要望書等の受領状況

6月26日 横芝光町、町議会（要望書）

7月10日 芝山町中谷津区（要望書）※

7月14日 成田空港周辺市町議会連絡協議会（決議）

→8月4日に決議書提出

9月5日 多古町一鍬田区（要望書）※

9月25日 成田第3滑走路実現を目指す有志の会（建言書）

※多古町一鍬田地区からの要望書を受けて、機能強化後に新たに本体
用地に係る全ての地区（中谷津、中郷、菱田東、加茂、一鍬田）から理
解し、協力する旨の文書を頂いた。



成田空港の更なる機能強化の今後の流れ
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住民への丁寧な説明

2016.10～2017.3
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の
一
部
見
直
し
等
を
検
討

2017.6

地域住民との対話

空港の機能強化と調和した街づくりの検討

環境アセスメント

（2017年7月30日より開始）
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2017年度 セグメント別中間決算概要



2017年度 セグメント別 中間決算概要
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（単位：億円）

2016年度 中間期
［A］

2017年度 中間期
［B］

増減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

1,085 1,131 45 104.2％

空港運営事業 531 530 △1 99.8％

リテール事業 385 432 46 112.1％

施設貸付事業 153 153 △0 100.0％

鉄 道 事 業 14 14 0 100.0％

営業利益 235 250 14 106.1％

空港運営事業 44 54 10 123.0％

リテール事業 113 120 7 106.3％

施設貸付事業 75 73 △1 97.8％

鉄 道 事 業 2 3 0 121.7％

経常利益 212 232 20 109.5％

親会社株主に帰属する
中間純利益 145 239 93 164.4％



セグメント別損益の状況①
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空港運営事業

2016年度 中間期
［A］

2017年度 中間期
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

531 530 △1 99.8％

空港使用料収入 204 200 △4 97.9％

旅客施設使用料収入 188 194 5 103.1％

給油施設使用料収入 80 78 △2 96.9％

その他収入 58 58 △0 99.6％

営 業 利 益 44 54 10 123.0％

（営業利益率） 7.9％ 9.7％ 1.8％

（単位：億円）

 旺盛な訪日需要等を背景とした国際線外国人旅客数や国内線旅客数の増加等に伴い、旅客施設使用料収入が増収
となったものの、航空機材の小型化に伴う機材重量の減少等により空港使用料収入、給油施設使用料収入は減収と
なったことから、結果として営業収益は減収。

 年金資産の運用収益改善に伴い退職給付費用が減少したこと等から、営業利益は増益。



セグメント別損益の状況②
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リテール事業
（単位：億円）

2016年度 中間期
［A］

2017年度 中間期
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

385 432 46 112.1%

物販・飲食収入 289 331 41 114.5%

構内営業料収入 51 55 3 106.7%

その他収入 44 45 1 102.8%

営 業 利 益 113 120 7 106.3%

（営業利益率） 29.1% 27.6% △1.5%

 国際線外国人旅客数の増加に加え、前年下期に開業した店舗の通期化や販売促進施策の効果等により、営業収益は
増収。

 売上増に伴う商品仕入原価の増加や「成田空港マーケティングインセンティブ」に伴う販売促進費の計上等があったもの
の、営業利益は増益。



セグメント別損益の状況③
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施設貸付事業

鉄道事業

（単位：億円）

（単位：億円）

2016年度
中間期
［A］

2017年度
中間期
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

153 153 △0 100.0％

営 業 利 益 75 73 △1 97.8％

（営業利益率） 47.0％ 46.0％ △1.0％

2016年度
中間期
［A］

2017年度
中間期
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

14 14 0 100.0％

営 業 利 益 2 3 0 121.7％

（営業利益率） 19.1％ 23.2% 4.1%

 ほぼ前年同期並み。

 営業収益は前年同期並み。

 燃料調整単価の上昇による
水道光熱費の増加等により、
営業利益はほぼ前年同期並
み。



中間連結キャッシュ・フローの概要
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2016年度 中間期
［A］

2017年度 中間期
［B］

増 減
［B］-［A］

営業キャッシュ・フロー 325 295 △29

投資キャッシュ・フロー △191 △99 92

フリー・キャッシュ・フロー 133 196 62

財務キャッシュ・フロー △178 △84 93

現金及び現金同等物の中間期末残高 267 430 163

（単位：億円）

財務体質の強化に向け、引き続きキャッシュ・フロー経営を積極的に推進

中間連結キャッシュ・フローの推移

（単位：億円）

352
295

327 325 295

△ 111

△ 232

△ 319

△ 191
△ 99

241
63

7

133

196

△ 400

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

200

300

400

2013年度
中間期

2014年度
中間期

2015年度
中間期

2016年度
中間期

2017年度
中間期

営業キャッシュ・フロー 投資キャッシュ・フロー フリー・キャッシュ・フロー
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2017年度 セグメント別通期業績予想



2017年度 セグメント別 通期連結業績予想
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 航空機発着回数は増加するものの、航空機材の小型化に伴い空港使用料収入等が減収する一方、国際線外国人旅
客数が引き続き堅調に推移すること等による旅客施設使用料収入、リテール事業での物販・飲食収入、構内営業料収
入の増収等に伴い、営業収益は「増収」の見通し。

 売上増に伴う商品仕入原価や空港施設の安全・安定運用のための修繕維持等の費用増により営業利益は「減益」とな
るが、特別利益に厚生年金基金の代行返上益を計上したこと等により、当期純利益は「増益」の見通し。

（単位：億円）

2016年度
実 績
［A］

2017年度
修正予想
［B］

増減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

（参考）
2017年度
当初予想

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

2,174 2,271 96 104.4％ 2,273

空港運営事業 1,052 1,053 0 100.0％ 1,044

リテール事業 788 889 100 112.7％ 903

施設貸付事業 303 298 △5 98.2％ 296

鉄 道 事 業 29 29 △0 97.2% 29

営業利益 414 408 △6 98.4% 385
空港運営事業 43 30 △13 69.1% 9

リテール事業 223 243 19 108.6% 242

施設貸付事業 141 132 △9 93.1% 130

鉄 道 事 業 6 5 △1 79.1% 5

経常利益 372 373 0 100.0% 346
親会社株主に帰属する
当期純利益 253 319 65 125.8% 294
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豊富なネットワーク

34

 成田空港は日本と世界を結ぶ表玄関。東京という世界有数の経済都市を後背地に持ち、世界110都市と結ばれて
いる豊富なネットワークが強み

 特に、アジアと北米の結節点として重要な役割を果たしている

●アンカレッジ

●アトランタ
●ダラスフォートワース

●

●ホノルル

●

●ヒューストン

●ニューヨーク

●ロサンゼルス

●メンフィス

シカゴ●
●ポートランド

●シアトル

サンフランシスコ●

●バンクーバー

●メキシコシティ

ロンドン●
●フランクフルト

●

●コペンハーゲン

●ヘルシンキ

●モスクワ

●オークランド

●ケアンズ

●ゴールドコースト

●シドニー

●ヌーメア

●ムンバイ

●コロンボ

●バンコク

●ハノイ

●ホーチミン

●シンガポール

●クアラルンプール

●デンパサール
●ジャカルタ

●マニラ

●セブ

●ウランバートル

●香港マカオ●

●釜山

ソウル●

●高雄

●グアム
●サイパン

ワシントンDC

●

デトロイト

●カルガリー

●ボストン

ハバロフスク

●

●サンディエゴ

シンシナティ●

●ライプツィヒ

●デンバー

●サンノゼ

クラーク●

●コタキナバル

●メルボルン

ニューアーク

ヤンゴン●

成田空港発 就航都市一覧（経由地含む）

合計127都市（海外110都市、国内17都市）

海外就航都市数 38カ国3地域110都市

南北アメリカ方面：3カ国 26都市

ヨーロッパ方面： 13カ国 19都市

アジア・中近東・オセアニア方面：20カ国３地域 63都市

アフリカ：2カ国2都市

※就航都市数は2017年11月15日時点
※路線毎の人数は2016年度出発旅客数実績

デュッセルドルフ

●ダナン

アディスアベバ●

●オークランド

太平洋線 3,916,700人

グアム線 558,200人

オセアニア線

633,500人

台湾線

1,453,300人
香港線

1,232,900人

韓国線 1,494,800人

中国線 1,853,600人
欧州線 1,308,600人

成田空港

ウラジオストク

●

●ブリスベン

アムステルダム

ブリュッセル●
●ワルシャワ

済州●

プノンペン●

パリ●
●チューリッヒ

●ローマ

ミラノ●

●イスタンブール

●デリー

アブダビ●●ドバイ
ドーハ●

広州●

長春●

重慶●
成都●

●杭州

●南京

北京●

●上海

●深圳

●青島
●西安

廈門● ●台北

アジア・アフリカ線（中東含む）

3,735,700人 瀋陽●

●大連

●イスラマバード
●ラホール

天津●

●鄭州

長沙●
武漢●

ハルビン●

●マドリード

●西寧 ●大邱

●ユジノサハリンスク

札幌●

●仙台新潟●

成田空港
●

名古屋

小松●

●高松
●広島

●

松山

●

大阪（関西、伊丹）

大分
●

福岡
●

佐賀●
熊本●

●鹿児島

●奄美大島

●那覇

国内就航都市数

17都市

函館●

●トロント

2017年度以降及び今後の新規就航（予定のものを含む）

• 17年5月25日 デンパサール／インドネシア・エアアジアX

• 17年6月2日 上海／ジェットスター・ジャパン

• 17年6月8日 大邱／エアプサン

• 17年8月18日 ロサンゼルス／ポーラーエアカーゴ

• 17年9月1日 メルボルン／日本航空

• 17年9月2日 チェジュ／ティーウェイ航空

• 17年9月15日 コナ／日本航空

• 17年10月29日 カイロ／エジプト航空

• 17年10月29日 ライプチヒ、香港／アエロロジック

• 17年10月31日 ソウル／エアソウル

• 17年12月21日 宮崎／ジェットスター・ジャパン

• 18年5月16日 ウィーン／オーストリア航空

• 18年6月2日 モントリオール／エア・カナダ

パペーテ●

●コナ

カイロ●

●

●ポートモレスビー

●コロール



着実に増加するLCC

35

航空会社 就航年月

本邦
LCC
4社

ジェットスター・ジャパン 2012年 7月

ピーチ・アビエーション 2013年10月

バニラエア 2013年12月

Spring Japan 2014年 8月

外国
LCC
13社

ジェットスター航空 2008年12月

エアプサン 2011年 6月

イースター航空 2011年 7月

スクート 2012年10月

チェジュ航空 2013年 7月

セブパシフィック航空 2014年 3月

タイ・エアアジアX 2014年 9月

香港エクスプレス 2014年12月

タイガーエア台湾 2015年4月

ティーウェイ航空 2016年3月

ジンエアー 2016年7月

インドネシア・エアアジアX 2017年5月

エアソウル 2017年10月

旅客数におけるシェア

発着回数(旅客便)におけるシェア

成田空港に乗り入れるLCC 成田空港におけるLCCのシェア

 成田空港に乗り入れるLCCは着実に増加
 2017年度の発着回数におけるLCCのシェアは30%を超え、2018年度の目標(30％以上)を上回る見通し

27.8%

30.5% 30.5%

程度
30%

以上

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

2016年度 2017年度
上期

2017年度
修正見通し

2018年度
目標

25.3%

28.4%
28.8%

程度

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

2016年度 2017年度
上期

2017年度
修正見通し

http://www.flypeach.com/jp/ja-jp/homeJP.aspx
http://www.flypeach.com/jp/ja-jp/homeJP.aspx
http://www.jetstar.com/jp/ja/home
http://www.jetstar.com/jp/ja/home
http://www.jetstar.com/jp/ja/home
http://www.jetstar.com/jp/ja/home


合意国
82.1%

中国
10.9% ドイツ

0.8%

その他
6.2%

オープンスカイの進展

（地域：香港、マカオ、台湾）

成田空港におけるオープンスカイ合意国一覧 成田空港を出発・到着する旅客数に占めるオープンスカイ合意国のシェア

29カ国3地域 （2017年9月14日現在）
（地域：香港、マカオ、台湾）

オープンスカイ合意国 82.1％

※中国については、成田及び羽田、北京及び上海を除き、日中間輸送のオープンスカイについて合意済み

＜出典：MI（Sabre社 Market Intelligence）をもとにNAA作成、※通過客含む＞

 オープンスカイとは、二国間の航空路線について、政府ではなく民間が自由に設定できる仕組みのこと

2010年
10月 米国

12月 韓国

2011年

1月 シンガポール

2月 マレーシア

5月 香港

6月 ベトナム

7月 マカオ

8月 インドネシア

9月 カナダ オーストラリア

10月 ブルネイ

11月 台湾

2012年

1月 英国

2月 ニュージーランド

3月 スリランカ

6月 フィンランド

7月 フランス

8月 オランダ

10月 スウェーデン ノルウェー デンマーク

11月 タイ

2013年

7月 スイス

9月 フィリピン

10月 ミャンマー

2014年 2月 オーストリア

2016年
5月 スペイン ラオス カンボジア

12月 ポーランド

2017年
4月 パプアニューギニア

9月 インド

36

未合意国

2016年(暦年)



アジア主要空港における施設整備計画

（出典：「現状」はACI World Traffic Report 2016。 その他は各空港Webサイトや報道発表資料より作成）37

■2018年1月 ターミナル2供用
貨物ターミナル拡張完了
エプロン拡張完了

 2017年 ターミナル4供用（10月31日）
 2020年代早期 第三滑走路完成
 2025年 ターミナル5供用

 2019年 開港（滑走路４本）

 2015年 ミッドフィールドコンコース完成
 2024年 第3滑走路、ターミナル2拡張完了、

第3ターミナル完成

現状 計画値

年間発着回数 34万回 74万回

年間取扱旅客数 5,785万人 1億人

滑走路数 3本 5本

現状 計画値

年間発着回数 42万回 60.7万回

年間取扱旅客数 7,031万人 1億200万人

滑走路数 2本 3本

現状 計画値

年間発着回数 37万回 不明

年間取扱旅客数 5,870万人 1.35億人

滑走路数 2本 3本

現状 計画値(開港時) 計画値(長期)

年間発着回数 ― ― 88万回

年間取扱旅客数 ― 4,500万人 1億人

滑走路数 ― 4本 6本

 2015年 第4滑走路供用
 2017年 第5滑走路完成
 2019年 南サテライトおよび関連施設完成
（ターミナル3及び第6~第8滑走路計画中）

現状 計画値(2019年)

年間発着回数 48万回 不明

年間取扱旅客数 6,600万人 8,000万人

滑走路数 4本 5本

北京第2空港（中国）：24時間運用 仁川空港（韓国）：24時間運用

チャンギ空港（シンガポール）：24時間運用 香港空港（中国）：24時間運用 上海浦東空港（中国）：24時間運用

 アジアの主要空港は、極めて大きな処理能力を将来計画として掲げており、それに向けて2017年から2019年にかけて大規模
な施設整備を予定していることから、今後国際空港間における路線獲得競争は、更に激化することが見込まれる

 アジアの成長は同時に成田空港にとってのチャンス。増加するアジアからの訪日外国人旅客の受け入れ体制を整え、また、乗継
利便性の向上を図ることにより乗継需要を取り込むことで、更なる成長につなげたい

http://www.airport-technology.com/projects/-terminal-4-changi-international-airport-singapore/
http://www.airport-technology.com/projects/-terminal-4-changi-international-airport-singapore/
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上位ケース（国土交通省） GDP:2.2～3.0%

中位ケース（国土交通省） GDP:1.7～2.0%

下位ケース（国土交通省） GDP:0.7～1.0%

NAAの長期需要予測

 国土交通省の示した需要予測によると、首都圏空港（成田・羽田）の航空需要は、概ね2020年代には計画処理
能力のほぼ限界に達する見込みとされている

 さらに、成田空港単独で見ても発着回数は2020年代には年間30万回を超え、2030年代初頭から2040年代後
半には年間50万回に達すると予測

 発着回数が年間50万回に到達する際には、年間旅客数7,500万人、年間貨物取扱量300万トンになる見込み

2
0
4
8

2
0
4
2

（
年

度
）

（回/年）

※ 羽田空港の発着回数は国内・国際旅客便の合計が現状発着枠の44.7万回と都心上空による3.9万回から深夜の国際便不使用枠を差し引いて試算

国土交通省の需要予測は2032年度までしか公表されていないため、2033年度以降はそれ以前と同じ伸び率を使用して試算

※ 貨物取扱量予測については、昨今の貨物動向を踏まえ、引き続き精査を実施

50万回に達する時期

（2032～2048年度）

30万回に達する時期

（2021～2028年度）

30万回発着容量

50万回発着容量

（2016年3月29日 「成田空港に関する四者協議会」NAA提示資料より抜粋）

■成田空港の需要予測

成田空港における航空需要予測

38



今後の首都圏空港機能強化に向けた検討
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首都圏空港機能強化技術検討小委員会の中間取りまとめ（概要）（2014年7月8日）

■2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会までに実現
し得る主な技術的な方策

羽
田
空
港

計 ＋約4万回 【１日約50便】

・滑走路処理能力の再検証

・滑走路運用・飛行経路の見直し
年間＋約４万回

【現状：約45万回】

成
田
空
港

■2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会以降の技術的な方策

・滑走路の増設

・既存滑走路の延長

・滑走路の増設

年間＋約１６万回

30万回の発着枠を念頭に置きつつ
オリンピックまでに実現（4万回増加）

・管制機能の高度化
年間＋約２万回 時間値:64⇒68回

2015年夏ダイヤから導入済み

・高速離脱誘導路の整備
年間＋約２万回 時間値:68⇒72回

・夜間飛行制限の緩和
年間＋α回

計 ＋4万回＋α 【１日約50便】

※出典：国土交通省（第１回首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会）資料を元にＮＡＡ作成

【現状：約30万回】



高速離脱誘導路の整備
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Ａ滑走路

Ｂ滑走路

 高速離脱誘導路整備は、現在の航空機の性能等に最適な位置及び形状に合わせて再編整備を行うことにより、航空機の滑走
路占有時間を短縮し、時間値の拡大を図るものである。

 これにより、現在時間当たり68回の発着枠を72回まで拡大させることが可能になると見込んでおり、2020年夏ダイヤでの時間値
72回達成にむけ整備を進めている。

先行供用部

後行供用部

南風時用、北風時用各3本の高速離脱誘導路を整備し、２段階で供用予定。
（先行供用部2019年１月頃、後行供用部2019年度末）

南風時用の高速離脱誘導路を新たに設置し、Ａ滑走路先行部と同時期に供用予定。（2019年１月頃）

先行供用部

北側 南側

北側 南側

※ 時間値の拡大には、運行実態調査等が必要であり、先行供用部を供用後に実施することとしている。



成田ハブ化促進インセンティブ
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 成田ハブ化促進インセンティブの導入

国際線及び国内線ネットワークの更なる拡充と既存路線の増強を目的として、2013年度から既に導入されている国際線増量割引に加え、
3つの新たなインセンティブ(国際線ネットワーク拡充割引、国内線ネットワーク拡充割引、国内線増量割引)を導入することで、国際線・国内線
共に「着陸料を最大で1年間無料」とする航空会社向けのプロモーション施策

成田ハブ化促進インセンティブ（2015年4月1日～2018年3月31日（3年間））

両方適用の場合、
着陸料が最大100%割引

両方適用の場合、
着陸料が最大100%割引

国際線ネットワーク
拡充割引

国内線ネットワーク
拡充割引

国内線増量割引

新規ネットワーク拡充のため 既存路線の増強のため

国際線

国内線

国際線/国内線ネットワーク拡充割引 国際線/国内線増量割引

 国際線／国内線定期便としての運航実績のない空港（路線）に、航
空会社が新規就航した便の着陸料を割り引くとともに、その路線が、成
田空港と定期便で結ばれていない空港の場合は、更に割引率を加算

 割引率は、下記のとおり2段階とし、2年間適用

1年目 2年目

航空会社としての新規路線 20％ 10％

成田空港としての新規路線 30％ 15％

計 50％ 25％

【内容】
 対象便 ：国際線／国内線定期便（旅客便、貨物便）
 適用単位 ：旅客便、貨物便毎に航空会社としての新規路線及び

成田空港としての新規路線
 割引率 ：

 国際線においては、累積重量、国内線においては累積着陸料が、前年

度同期比で増加した場合、その増加分に対して50％の割引を適用

【内容】

 対象便 ：国際線/国内線定期便

 適用単位 ：航空会社単位（旅客便と貨物便は合算して算出）

 単位期間 ：1年間を上期（4～9月）と下期（10～3月）に分

け、各期における累積着陸料を前年同期と比較

※国際線増量割引は、2013年4月1日から実施中

国際線増量割引



国際線
取扱単価
45円
増加単価
90円

成田空港マーケティングインセンティブ
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成田空港マーケティングインセンティブ（2017年4月1日～2019年3月31日（2年間））

旅客取扱量へのインセンティブ

 インセンティブは国際線・国内線別の出発旅客数（国際線は乗継を含む）に応じて提供
 国際線・国内線別に「取扱旅客数に対する単価（取扱単価）」と「増加旅客数に対する単価（増加単価）」を設定

※国際線の単価は成田空港内店舗売上高によって変動

インセンティブ単価 (出発旅客1人当たり)

前年度空港内店舗
売上高

800億円以上
1,000億円未満

1,000億円以上
1,200億円未満

1,200億円以上
1,400億円未満

1,400億円以上
1,600億円未満

国
際
線

取扱単価 45円 50円 55円 60円

増加単価 90円 100円 110円 120円

国
内
線

取扱単価 10円

増加単価 20円

10万人

例

2016年度 2017年度

1万人

取扱旅客数が前年度と比較して
1万人増加した場合

取扱旅客数（国際線出発）： 単価50円
増加旅客数（国際線出発）： 単価100円

10万人

11万人

 インセンティブは国際線取扱貨物量に応じて提供し、「取扱貨物
量に対する単価（取扱単価）」と「増加貨物量に対する単価
（増加単価）」を設定

国
際
線

取扱単価 100円

増加単価 200円

貨物取扱量へのインセンティブ

例

取扱貨物量が前年度と比較して
0.2万トン増加した場合

2万トン

2016年度

2万トン

0.2万トン

2017年度

2.2万トン 2.2万トン×100円
＋

0.2万トン×200円

＝ 2017年度分
インセンティブ

260万円

11万人×50円
＋

1万人×100円

＝ 2017年度分
インセンティブ

650万円

インセンティブ単価
(貨物1トン当たり)

 成田空港に就航している航空会社が実施する、成田空港の旅客数・貨物量を維持・増加させるためのマーケティングやプロモーション、お客様の
利便性向上等に向けた取組み（以下、「マーケティング活動」）に対して、各社の成田空港における旅客数・貨物量に応じて、一定額を上限とし
て、マーケティング活動に要する費用の一部をサポートする制度

 旅客数を増加させることで空港内売上高の向上を図り、中期経営計画の戦略目標である空港内免税店・物販店・飲食店売上高1,500億円の
達成や、貨物量を増加させることで、貨物取扱施設の貸付拡大を図り、建物貸付料収入の増加につなげる



世界主要空港の空港利用料金比較
-国際線：旅客1人当たり-
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1,328 
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1,331 
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0 

2,101 

2,039 

526 

886 

1,044 

2,207 

2,645 

3,622 

2,060 

229 

84 

430 

199 

274 

255 

1,775 

413 

2,870 

1,366 

949 

718 

717 

694 

814 

1,700 

2,848 

1,860 

5,235 

2,969 

11,860 

4,681 

7,118 

9,131 

7,590 

20,281 

2,570 

3,040 

2,570 

2,610 

3,072 

4,260 

2,969 

6,765 

4,231 

12,115 

8,557 

9,570 

12,527 

9,842 

22,274 

5,495 

6,402 

6,886 

5,484 着陸料金

航空会社が支払う料金等

旅客が支払う料金等

(100)

(126)

(156)

(228)

(179)

(100)

(78)

(54)

(123)

(77)

(221)

(56)

為替レート（2017年10月2日現在）
0１USD ＝ ￥113.78
0１EUR ＝ ￥134.50
0１CAD ＝ ￥091.95
0１GBP ＝ ￥154.83
0１AUD ＝ ￥090.45
0１HKD ＝ ￥014.87
0１SGD ＝ ￥083.77
0１CNY ＝ ￥017.26
0１TWD ＝ ￥ 3.72
0１KRW ＝ ￥0 0.10

＜前提条件＞

対象機材 B787-8

最大離陸重量 218t

座席数 205席

ロードファクター 80%

搭乗者数 164人

停留時間 3時間

騒音値 FO:86.7, SL:91.6, AP:94.2

NAA騒音Index A

搭載貨物量 22.1ｔ

排出NOx 25.7kg/LTOサイクル

（単位：円）
【2017年10月2日更新】

(174)

(117)

(406)

*出典：IATA Aviation Charges Intelligence Center及び各空港発行の料金表
()内は成田を100とした場合の料金水準



世界主要空港の着陸料比較
-国際線：航空機１回あたり-
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*出典：IATA AIRPORT & ＡＩＲ ＮＡＶＩＧATION (11 (39) (58) (43 (25) (33 注 （ ）は成田を１００とする指数

〔単位：千円〕

＜前提条件＞

対象機材 B787-8

最大離陸重量 218t

騒音値 FO:86.7, SL:91.6, AP:94.2

NAA騒音Index A

搭載貨物量 22.1ｔ

排出NOx 25.7kg/LTOサイクル

【2017年10月2日更新】

為替レート（2017年10月2日現在）
0１USD ＝ ￥113.78
0１EUR ＝ ￥134.50
0１CAD ＝ ￥091.95
0１GBP ＝ ￥154.83
0１AUD ＝ ￥090.45
0１HKD ＝ ￥014.87
0１SGD ＝ ￥083.77
0１CNY ＝ ￥017.26
0１TWD ＝ ￥03.72
0１KRW ＝ ￥00.10

*出典：IATA Aviation Charges Intelligence Center及び各空港発行の料金表

(100)

(176)

(102)

(99)

(26)

(43)

(51)

(107)

(128)

(55)

(64)

(33)

(65)

(48)

()内は成田を100とした場合の料金水準
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 空港の安全・安定運用を最優先に、目標達成に向けスピード感をもって施策に取り組む

安全・安定運用の徹底追求
 先進的な保安検査機器の導入による保安検査の高度化として、ボディースキャナーの運用を開始

（2017年3月）

航空ネットワークの徹底強化

 「成田ハブ化促進インセンティブ」の活用（実績：割引総額16.6億円(対象は61社)）により、積極的に路線
誘致活動を実施

 成田空港の旅客数、貨物量の維持・増加を図るべく、「成田空港マーケティングインセンティブ」を導入
（2017年4月）

 LCC拠点化に向け、第3ターミナル北側エプロンに2か所のスポットを整備（2017年12月オープン)

リテール強化

 第1ターミナルのNARITA Dining Terraceのオープン（2016年11月）
 第2ターミナルのナリタ5番街リニューアル（2016年11月～12月）
 到着時免税店を第2ターミナル（2017年9月）、第3ターミナル（2017年11月）にオープン

第1ターミナルには、2017年12月に北ウイング・南ウイングへそれぞれオープン
 第1ターミナル出国手続き後エリアにおいて店舗面積を約2,400㎡増床、17店舗をオープン予定

（2017年12月～2018年7月）

更なる機能強化の推進
 時間値の72回化に向け、高速離脱誘導路等の整備を着実に推進

 第3滑走路の整備や、B滑走路の延伸、夜間飛行制限の緩和といった更なる機能強化についても、四者協議
会の場において関係者と協議を実施

ファストトラベルの推進

 第1ターミナル南ウイングにおいて、自動チェックイン機の導入や再配置に合わせ案内表示等を一新（2016年
6月）し、手続きの自動化を推進

 第1ターミナル北ウイングにおいて、「自動手荷物預け機」の実証実験を実施（2016年3月～7月）した結
果、待ち時間の短縮や混雑緩和につながったことから、本格導入の手続きを進める
（第1ターミナル南ウイング、第2・第3ターミナルにおいても、同様に順次導入の予定）

お客さま満足度の徹底追求

 訪日外国人旅客の利便性向上を図るため「Visitor Service Center(ビジター・サービスセンター)」 を第1ター
ミナルにオープン（2017年10月エリア全体オープン）

 ターミナル内全てのトイレにユニバーサルデザインを導入するとともに、第1・第2ターミナルでは全面リニューアルを実
施。（対象:147か所、～2019年度まで）

中期経営計画の取り組み状況



サービス品質の向上
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 サービス品質の向上や2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた準備等に取り組む

Visitor Service Center

（ビジター・サービスセンター）の新設

 日本での安心且つ快適な滞在のための情報やサービスをワン
ストップで提供するエリアを第1ターミナル到着ロビーに新設

 中央カウンターにはツーリストインフォメーションセンターや
旅行・チケット販売店舗等を配置

 レンタカー等のカウンター店舗や
ATM等を業態別に再配置

 情報端末コーナーやパンフレット
コーナー等観光情報の提供

次世代双方向型デジタルサイネージ「infotouch」の導入

 訪日外国人の増加やLCCシェアの拡
大に伴う多様なニーズにあわせ、シー
ムレスかつタイムリーに情報提供

 フライト等の情報提供や高精度屋内
デジタルマップによるナビゲーション、搭
乗券スキャン等の機能を1台で構成す
るサイネージとしては国内空港初

 対応言語は9言語
 ユニバーサルデザインに配慮した設計

ロボットの活用（計画）

案内カウンターで人間型ロボットがご案内業務の補助を行う
（音声対話）

 カウンターから離れた施設案内は自律移動型案内ロボットに連携

案内カウンター業務補助（お客様接客ロボット）

お客様の誘導（自律移動型案内ロボット）

お客様の目的の場所まで誘導。その際、
混雑時の迂回、衝突回避や、音声による
ご案内を行いながら的確かつ安全に誘導
する

トイレ全面リニューアル

 空港内全てのお客様用トイレを対象にユニバーサルデザイン
(UD)を導入した上で、第1・2ターミナルは全面リニューアルを実
施（対象:147か所、時期:2019年度迄）

 第1弾として、第2ターミナルに
２か所のデザイントイレをオー
プン(8月9日)

 特に、主要動線上の利用頻度の高い箇所を「デザイントイレ」
(※)として整備（第1ターミナル6か所、第2ターミナル5か所）

(※)レイアウトを一新し、UDに加え、
ブースの拡張や分かりやすい動線、パウ
ダースペースの設置等を実施したトイレ

【オープン】
中央カウンター:8月10日
エリア全体:10月20日



成田空港のアクセス向上
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鉄道

京成

スカイライナー ・日暮里駅－空港第2ビル駅間：最速36分

アクセス特急 ・2017年10月、成田空港駅発最終列車の時刻繰り下げ（成田空港駅発23:00）

本線
・2017年10月、成田空港駅発最終列車の運行区間延長（京成津田沼駅行→京成
高砂駅行）

JR
成田エクスプレス

・東京駅－空港第2ビル駅間：最速50分
・訪日外国人旅行者向けの割引企画乗車券を販売

総武線快速 ・2015年3月、早朝時間帯列車の増発

バス

都内主要駅、ホテル、観光地等、1都2府14県と成田空港とを結ぶ高速バスは、出発・到着合計で1日1,400便以上

低価格
高速バス

●東京シャトル（京成バス）

●THE アクセス成田（平和交通・あすか

交通・JRバス関東）

・東京－成田空港間：最速60分

・運賃：900円～1,000円
・2017年5月、THEアクセス成田増便

●成田シャトル（WILLER EXPRESS・

京成バス・千葉交通）

・大崎ー成田空港ー芝山町間を運行

・運賃：1,000円～1,200円

車 駐車場
駐車場料金の早朝・深夜割引 ・最大24時間分割引

駐車スペースの拡張 ・P-1駐車場に立体駐車場を整備（2018年7月頃を予定）

成田空港に到着されたお客様に対し、ニーズにあわせ目的地まで
最適な地上交通手段の選択肢を提供

 主要地までの鉄道と道路の所要時間を、時間帯や交
通状況に応じて可変表示

 成田空港発の鉄道時刻表と主要目的地行きバス時
刻表を一元的に表示

 ホテル名、ランドマーク、駅名を入力するだけで、最適な
アクセス手段と所要時間をご案内

 検索結果は印刷やスマートフォンへの転送が可能

 「Narita Air＆Bus！～成田空港から観光地へダイレクト！」
として、観光地への直行バスの路線を更に拡充

 路線：日光線、

新潟線、

富山・金沢線、

京都・ユニバーサル・スタジオ・ジャパン®線、

富士山・富士急ハイランド線

東京ディズニーリゾート®線

世界文化遺産 富士山

交通アクセス情報総合ナビゲーション・デジタルサイネージ Narita Air＆Bus！

2路線合わせて、ピーク時

10分間隔で運行



成田空港の道路アクセス向上 ―圏央道の整備―
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首都圏中央連絡自動車道（圏央道）計画図

成田空港

羽田空港

 現在、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）が整備中。成田空港～北関東間の所要時間短縮が図られるだけでなく、都心渋滞回避や主

要高速道との接続など道路アクセス機能が大幅に向上。

 2017年2月26日には「境古河IC～つくば中央IC」間が開通。これにより、成田空港と北関東・上信越方面とのアクセスが向上し、観光地とし

ては、富岡製糸場、伊香保、草津、秩父・長瀞、軽井沢などへのアクセス便利性が向上。

出典：国土交通省関東地方整備局Webサイトより



【中間期】航空機発着回数・航空旅客数推移
（民営化以降）
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【通期】航空機発着回数・航空旅客数推移（民営化以降）
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【中間期】連結決算推移（民営化以降）
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【通期】決算推移（連結）
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（単位：億円）
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財政状態（中間連結貸借対照表）
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NAAグループ中間連結貸借対照表
（2017年9月30日）

流動資産 732億円

※単位は億円未満切捨て

有形固定資産 7,232億円

無形固定資産
131億円 投資その他 156億円

資産合計 8,254億円

流動負債 1,066億円

固定負債 3,896億円

純資産
3,291億円

負債・純資産合計 8,254億円

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
その他

3,810億円
343億円
147億円

2,855億円
72億円
3億円

社債（1年超）
長期借入金（1年超）
その他

3,059億円
592億円
243億円

社債（1年内）
長期借入金（1年内）
その他

399億円
363億円
302億円

資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他包括利益

非支配株主持分

1,000億円
516億円

1,694億円
1億円

78億円

自己資本比率
38.9％



普通社債（一般担保付
※
）の発行実績
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回 号
発行総額
（億円）

年限（年） 利率（％）
発行価格
（円）

応募者
利回り
（％）

JGBスプレッド
（bp）

発行日 償還日

第4回 300 10 1.700 99.98 1.702 T＋24 2008. 2.20 2017.12.20

第5回 100 10 1.730 99.95 1.735 T＋25 2008. 8.20 2018. 8.20

第6回 400 10 1.800 99.92 1.809 T＋49 2009. 2.20 2019. 2.20

第7回 200 10 1.474 100.0 1.474 T＋16 2009. 9.25 2019. 9.25

第8回 200 10 1.562 100.0 1.562 T＋22 2010. 2.10 2020. 2.10

第9回 100 10 1.477 100.0 1.477 T＋14 2011. 2.21 2021. 2.19

第10回 200 10 1.094 100.0 1.094 T＋９ 2011. 9.20 2021. 9.17

第11回 200 10 1.067 100.0 1.067 T＋12 2012. 2.20 2022. 2.18

第12回 100 10 0.879 100.0 0.879 T＋6 2012. 9.20 2022. 9.20

第13回 200 10 0.802 100.0 0.802 T＋7 2013. 2. 8 2023. 2. 8

第14回 100 10 0.894 100.0 0.894 T＋8 2013. 7.24 2023. 7.24

第15回 200 10 0.739 100.0 0.739 T+12 2014. 2.20 2024. 2.20

第16回 200 10 0.570 100.0 0.570 T+8 2014.10.28 2024.10.28

第17回 250 10 0.489 100.0 0.489 T+13 2015. 2.20 2025. 2.20

第18回 160 10 0.556 100.0 0.556 T+23 2015.10.30 2025.10.30

第19回 200 10 0.275 100.0 0.275 T+23 2016.2.18 2026.2.18

第20回 50 10 0.105 100.0 0.105 T+20 2016.8.23 2026.8.21

第21回 100 20 0.427 100.0 0.427 T+14 2016.8.23 2036.8.22

第22回 100 10 0.230 100.0 0.230 T+17 2016.12.16 2026.12.16

第23回 100 20 0.677 100.0 0.677 T+13 2016.12.16 2036.12.16

格付会社 長期（アウトルック） 短期 更新日

格付投資情報センター（R&I） AA（安定的） a-1+ 2017年9月7日

日本格付研究所（JCR） AA+（安定的） ― 2017年3月9日

Standard & Poor's （S&P） A+（安定的） A-1 2017年1月25日

 格付情報

※ 成田国際空港株式会社法第７条に基づく



長期債務残高と平均金利の推移（連結）
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平均金利

618 
319 148 
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1,154 1,169 910 902 

497 

386 
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164 
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4,927 
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1.36%
1.32%
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政府借入（無利子） 長期借入金 社債 政府保証債 平均金利

※１ 社債は、財投機関債（新東京国際空港債券）を含む。
※２ 平均金利の算出にあたっては、無利子借入金を除く。

※1 ※2

連結長期債務残高
（単位：億円）



債務償還の見通し（連結）
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債務償還額
（単位：億円）
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社 債
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※ 債券に関する償還額は、額面金額を記載。



政府との関係
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 成田国際空港株式会社法[平成15年法律第124号]

規制・認可・支援事項 概 要

規
制
事
項

■国土交通大臣の定める基本計画への適合
■成田国際空港及び航空法に規定する航空保安施設の設置及び管理は、国土交通大臣の定める基本計画
に適合しなければならない

■財務諸表の提出 ■Ｂ/Ｓ、Ｐ/Ｌ、事業報告書の提出（事業年度終了後、３ヶ月以内）

■国土交通大臣の監督・命令権限等 ■国土交通大臣による監督、命令権及び報告指示、検査

国
土
交
通
大
臣
の
認
可
事
項

◆事業範囲 ◆空港施設の建設・管理、空港内での店舗運営などの事業以外の事業を行う場合

◆新株・新株予約権の発行、社債募集、資金借入 ◆社債（短期社債を除く）の募集、又は弁済期限が１年を超える資金を借り入れる場合

◆代表取締役の選定 ◆代表取締役の選定、解職及び監査役の選任、解任

◆事業計画の認可 ◆当該事業年度の事業計画の提出

◆重要財産の譲渡等 ◆国土交通省令で定める重要財産の譲渡、担保に供する場合

◆定款変更等 ◆定款変更、剰余金の配当・処分、合併、分割及び解散決議

財
政
支
援

●資金貸付け ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●政府出資 ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●債務保証 ●社債に係る債務に対する債務保証契約

●一般担保 ●会社の財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利



終わりに当たって
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 本説明会は、当社の業績等について投資家の皆様に情報提供することを目的としたも
のであり、債券の募集又は売出を意図したものではありません。

 本日ご説明いたしました内容については、将来の予測や見通しに関するものが含まれて
おりますが、こうした将来の予測等には不確定な要因を含んでおり、将来の業績等を保
証するものではありません。

 将来の業績等については、様々な要因により変化するものであることをご承知おきくださ
い。

成田国際空港株式会社 財務部 IR室

TEL：0476（34）5838 同5489


